広島県広島障害保健福祉圏域障害者就労支援ネットワーク会議設置要綱
（目的）
第1条　障害者の一般就労を促進するためには，市町，福祉施設，労働関係機関等が密接に連携し，就職に向けた準備支援，求職活動支援，職場定着支援等各段階において，各支援機関が連続的に支援し，効果的に雇用に結びつける必要がある。
　このため，広島障害保健福祉圏域の関係機関が，お互いにその機能や取組みを理解し情報を共有することで，協力体制を整備するとともに，安定的な雇用の促進を図ることを目的として，広島県広島障害保健福祉圏域障害者就労支援ネットワーク会議（以下「ネットワーク会議」という。）を設置する。

（所掌事務）
第2条　ネットワーク会議は，次の各号に掲げる事項を取り扱う。
（１）　関係機関の連携，協力及び情報の共有に関すること。

（２）　障害保健福祉圏域における障害者就労支援ネットワークの構築及び推進に関すること。
（３）　特別支援学校生徒等の一般就労の促進に関すること。
（４）　障害者の就労支援に携わる人材の育成並びに技術の向上に関すること。
（５）　その他障害者の就労支援を推進するために必要な事項に関すること。
（組織）
第３条　ネットワーク会議は，広島障害保健福祉圏域における障害者の就労支援を進める際に連携が必要な関係機関により組織し，これを全体会とする。

２　ネットワーク会議に幹事会を置き，幹事会の委員（以下「圏域幹事会委員」という。）は，別表に掲げる機関を代表する委員から構成する。
３　全体会では，障害者の就労支援に関する研修等を行うこととする。

（構成）
第４条　ネットワーク会議の会長は，広島障害者就業・生活支援センター代表者とする。
２　会長が不在のときは，あらかじめ会長が指名した委員がその職務を代行する。

３　ネットワーク会議に事務局を置き，事務局はネットワーク会議の庶務を処理する。
（委員の任期）
第５条　委員の任期は１年とし，再任を妨げない。但し，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。
（会議の運営）
第６条　ネットワーク会議の会議は，会長が招集し，会議を主宰する。

（幹事会）
第７条　幹事会は，必要に応じて圏域幹事会委員以外の者を幹事会に出席させることができる。
２　幹事会は，ネットワーク会議の所掌事務について調査又は検討し，その結果

　をネットワーク会議に報告するものとする。
（庶務）
第８条　ネットワーク会議の事務局は，広島障害者就業・生活支援センター内に置く。
（その他）
第９条　この要綱に定めるもののほか，ネットワーク会議の運営について必要な事項

　は，ネットワーク会議の会長又は幹事会の了解のもと事務局が別に定める。
２　ネットワーク会議構成員は，ネットワーク会議において知り得た個人情報等に関することを，他に漏らしてはならない。またその職を退いた後も同様とする。
　附　則
この要綱は，平成２３年６月２９日から施行する。
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